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平成25年８月９日 

各 位 

会 社 名 株式会社キタムラ 

代表者名 代表取締役社長 浜田 宏幸 

 （コード：２７１９、東証第二部） 

問合せ先 取締役管理部長 菅原 孝行 

 （TEL．０４５－４７６－０７７７） 

 

 

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との資本・業務提携に伴う 

第三者割当による自己株式処分及びしまうまプリントシステム株式会社の 

株式取得に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 25 年８月９日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との

資本・業務提携に伴う第三者割当による自己株式の処分及びしまうまプリントシステム株式会社の株式取得を

行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

Ⅰ．資本・業務提携の概要 

１．資本・業務提携の目的及び理由 

当社グループは、カメラ等の販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真のサービス等を店頭

にて提供する「店舗販売事業」、「レンタル事業」、「服飾卸販売事業」、「写真卸販売事業」等を行なって

おります。 

 

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、TSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラット

フォームを通じてお客様にライフスタイルを提案する企画会社であり、当社グループの「店舗販売事業」、

「レンタル事業」における取引先であります。また、同社の執行役員が当社の取締役に就任しているこ

となどから、当社グループの基本理念及び事業内容について深くご理解を頂いていると当社は認識して

おります。 

 

当社は、平成 24 年 11 月にカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社が取得した、しまうまプリ

ントシステム株式会社の株式の 6,500 株（所有議決権割合 19.50％）を取得し、しまうまプリントシステ

ム株式会社を、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社と共同運営することといたしました。 

なお、当社は、しまうまプリントシステム株式会社の株式について、優先買取権を所有しております。 

 

当社としまうまプリントシステム株式会社は、共に写真プリントサービスの事業を営んでいるものの、

重複する顧客層は少なく、写真プリント業界において両社の強みを生かしつつ、協力関係を構築するこ

とにより、シナジー効果が期待できること、また、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との

共同事業として運営することにより、業界の活性化につなげ、更なるシナジー効果を生み出すことがで

きると考えております。 
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また、当社は、この度のカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との協議の中で、様々なイン

フラを通じて、顧客にライフスタイルを提供するノウハウを有するカルチュア・コンビニエンス・クラ

ブ株式会社との協力関係を、資本・業務提携によりいっそう強化発展させることが、当社にとって中長

期的な経営目的の更なる推進に寄与し、今後の成長に資するものと考え、カルチュア・コンビニエン

ス・クラブ株式会社を割当先に当社の自己株式 1,000,000 株（本自己株式処分後の所有議決権割合

5.59%）を割り当てることにより資本・業務提携を行なうことといたしました。 

 

２．業務提携の内容 

当社は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社と、以下の中期経営目的を実現するため、両

社及びしまうまプリントシステム株式会社の人材を活用し、実行アクションを諮問討議する委員会とし

て、「経営諮問委員会（仮称）」を設置し、同委員会の方針を受けて現場に実行アクションの落とし込み

を行うためのグループとして、「経営改革推進部隊（仮称）」を設置することといたしました。 

 

中期経営目的 

（１） 既存写真市場のシェアの拡大 

（２） デジタル化に対応した新規写真市場の創造 

（３） 利益構造の改革 

 

３．資本提携の内容 

当社は、本自己株処分により、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社に当社の普通株式

1,000,000 株（本自己株式処分後の所有議決権割合 5.59%、発行済株式数に対する比率 5.58%）を割り当

てます。詳細は、後記「Ⅲ．第三者割当による自己株式処分」をご参照ください。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成25年８月９日 

（２） 資本・業務提携に関する契約締結日 平成25年８月９日 

（３） 本 件 第 三 者 割 当 払 込 期 日 平成25年８月27日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本資本・業務提携及び第三者割当による自己株式処分に伴う株式の取得により、しまうまプリントシ

ステム株式会社は、平成26年３月期の連結決算において当社の持分法適用会社となります。 

本資本・業務提携及び第三者割当による自己株式処分が当社の連結業績に与える影響につきましては、

現在精査中であります。今後、開示すべき影響等が判明した場合は速やかにお知らせいたします。 
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Ⅱ. しまうまプリントシステム株式会社の株式取得（持分法適用関連会社化）の概要 

１． 株式取得の理由 

前記「Ⅰ．１．資本・業務提携の目的及び理由」に記載のとおりであります。 

 

２．異動する持分法適用関連会社（しまうまプリントシステム株式会社）の概要 

（１） 名 称 しまうまプリントシステム株式会社 

（２） 所 在 地 鹿児島県日置市伊集院町清藤2110番地29 

（３） 代表者の役職・氏名 永用一彦 

（４） 事 業 内 容 

1.写真プリントラボ運営 

2.ネット写真プリントサービス事業 

3.システム開発および保守運用 

（５） 資 本 金 473百万円（2013年7月31日時点） 

（６） 設 立 年 月 日 平成22年５月６日 

 

３．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
－株 

（議決権所有割合：０％） 

（２） 取 得 株 式 数 6,500株 

（３） 取 得 価 額 675百万円 

（４） 異動後の所有株式数 
6,500株 

（議決権所有割合：19.50％） 

(注)しまうまプリントシステム株式会社の株式の取得価額については、第三者算定機関である株式会社大和総研が行い

ましたディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法によるしまうまプリントシステム株式会社の株式価値の算定結果に

加え、しまうまプリントシステム株式会社に対する第三者機関によるデュー・ディリジェンス、処分予定先との協議・

交渉結果等を総合的に勘案し決定しております。 

 

 ４．株式取得の相手先の概要 

後記「Ⅲ．６．（１）処分予定先の概要」に記載のとおりであります。 

 

 ５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成25年８月９日 

（２） 契 約 締 結 日 平成25年８月９日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成25年８月27日（予定） 

  

６．今後の見通し 

前記「Ⅰ．５．今後の見通し」に記載のとおりであります。 

 

Ⅲ．第三者割当による自己株式処分 

１．処分要領 

（１） 処 分 期 日 平成25年８月27日 

（２） 処 分 株 式 数 1,000,000株 

（３） 処 分 価 額 1株につき717円 

（４） 資 金 調 達 の 額 717,000,000円 

（５） 処 分 方 法 第三者割当による処分 

（６） 処 分 予 定 先 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 

（７） そ の 他 
本自己株式処分については、金融商品取引法による届出の効力発生を

条件としております。 
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２．処分の目的及び理由 

前記「Ⅰ．１．資本・業務提携の目的及び理由」に記載のとおり、本件自己株式処分は処分予定先と

の業務提携の一環として実施するもので、当社企業価値の向上に資するものと考えております。 

 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 717,000,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 5,000,000円 

（弁護士費用、フィナンシャルアドバイザリー費用等） 

③ 差 引 手 取 概 算 額 712,000,000円 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

上記の差引手取金額である 712 百万円の資金使途としては、割当予定先が所有するしまうまプリント

システム株式会社の普通株式 6,500 株を取得するための資金（取得価額 675 百万円）に充当し、残りの

は当社の当期の運転資金に充当する予定であります。なお、実際の支出までは、当社預金口座にて適切

に管理いたします。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本自己株式処分による調達資金は、しまうまプリントシステム株式会社の普通株式の取得に充当する

予定であり、中長期的には当社の企業価値及び株主価値の向上に資するものであると見込まれるため、

当該資金使途に合理性があるものと判断しております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

処分価額につきましては、本自己株式処分に係る取締役会決議日の直前営業日である平成 25 年８月

８日における株式会社東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値717円といたしました。 

当該処分価額は、本株式発行に係る取締役会決議日の前営業日までの直前１か月間（平成 25 年７月

９日から平成 25 年８月８日）の各取引日の終値単純平均 730 円に対するディスカウント率は 1.78％、

直前３か月間（平成25年５月９日から平成25年８月８日）の各取引日の終値単純平均716円に対する

プレミアム率は0.14％、直前６か月間（平成25年２月12 日から平成25年８月８日）の各取引日の終

値単純平均 720 円に対するディスカウント率は 0.42％となっております。また、当該処分価額につき

ましては、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠する範囲のものである

ことから、特に有利な金額には該当しないものと判断しております。 

なお、当社では、当社の監査役５名(うち社外監査役３名)全員より、当該処分価額は日本証券業協会

の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠する範囲のものであり、当社を取り巻く事業環境、

直近の業績動向、昨今の株式市場の動向、当社の株価変動等を総合的に勘案して、処分予定先に特に有

利ではない旨の意見を得ております。 

 

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本自己株式処分により処分する自己株式 1,000,000 株に係る議決権の数は 10,000 個であり、平成 25

年３月 31 日現在の当社の総株主の議決権の数 168,873 個に対する希薄化率は 5.92％であります。希薄

化率 5.92％の希薄化が生じることとなりますが、前述したとおり、調達した資金によるしまうまプリ

ントシステム株式会社の普通株式の取得は、当社の企業価値の向上、ひいては株主価値の向上に寄与す

ると考えられるため、希薄化の規模は合理的であると判断しております。 
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６．処分予定先の選定理由等 

（１）処分予定先の概要 

① 名 称 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 

② 所 在 地 大阪府大阪市北区梅田２丁目５番25号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長兼CEO 増田 宗昭 

④ 
事 業 内 容 

TSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラットフォームを 

通じてお客様にライフスタイルを提案する企画会社 

⑤ 資 本 金 100百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和55年1月31日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 575万5,044株 

⑧ 決 算 期 ３月 

⑨ 従 業 員 数 1,915人（単体 平成25年３月末）※契約・嘱託社員、アルバイト除く 

⑩ 主 要 取 引 先 株式会社MPDなど 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 みずほ銀行、三井住友銀行 

⑫ 筆 頭 株 主 増田 宗昭 

⑬ 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

資 本 関 係 

当該会社と当社の間には、記載すべき資本関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係

会社との間には、特筆すべき資本関係はありません。 

 

人 的 関 係 

当該会社の執行役員（エンタテイメント事業本部FC本部本部

長）である能登康之氏が平成23年６月、当社の取締役に就任し

ております。 

 

取 引 関 係 

当社のレンタル事業において、当該会社のフランチャイジーと

して当社連結子会社の株式会社ビコムキタムラがDVDやCDのレ

ンタルを中心に「TSUTAYA」事業を行っております。また、店舗

販売事業及びレンタル事業において、当社及び株式会社ビコム

キタムラがＴポイントの加盟店として取引しております。 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該

会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しま

せん。 

⑭  
経 営 成 績 

売上高174,980百万円、当期純利益5,919百万円 

（平成25年３月期 連結ベース） 

（注）当社は、内部統制上、新規に取引を開始する相手について、取引基本契約等において反社会的勢力の排除に関

する取り決めを行っており、また既に取引関係を有する相手先についても、関係者へのヒアリングや情報収集等に

努め、契約の更新等に際しては、注文書等において反社会的勢力その他特定団体等と関係を有しない旨の言明を求

めております。今回、割当予定先については、当社と長年にわたり取引関係を有し、経営陣の資質、同社の社風な

どについては、そうした取引関係を通じ承知いたしております。 

加えて、当社は割当予定先について以下の確認を行い、割当予定先及びその役員、従業員が、反社会的勢力及び

その他特定団体等とも一切関係を有さないものと判断いたしております。 

割当予定先のカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社については、反社会的勢力その他特定団体と関係を

有しない旨の誓約書を受領するとともに､弁護士事務所の調査レポートの内容により確認しました。 

なお、当社は、株式会社東京証券取引所に「割当を受ける者と反社会的勢力との関係がないことを示す確認書」

を提出しております。 
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（２）処分予定先を選定した理由  

前記「Ⅰ．１．資本・業務提携の目的及び理由」に記載のとおりの理由であります。また、本件自己

株式処分による第三者割当の趣旨についてカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社からご賛同の

意思を確認することができましたことから、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社を割当予定

先として選定することといたしました。 

 

（３）処分予定先の保有方針 

当社は、割当予定先に、本自己株式の処分により取得した株式を中長期的に保有する意向である旨を

確認しております。また、割当予定先に対して、自己株式処分の期日（平成 25 年８月 27 日）から２

年間において、割当先が取得した当社株式の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受けた者の氏名

及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ちに当社に書面にて報告す

ること、及び当社が当該報告内容等を株式会社東京証券取引所に報告すること並びに当該報告内容が公

衆縦覧に供されることにつき、確約書を締結する予定であります。 

 

（４）処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先のカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社については直近の決算書及びヒアリング

等により、現預金の残高、純資産、総資産等を確認した結果、本自己株式処分の払込みに要する資金の

確保はあるものと判断しております。 

 

７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成25年３月31日現在） 処 分 後 

株式会社キタマサ 12.32％ 株式会社キタマサ 12.32％

富士フイルム株式会社 9.48％ 富士フイルム株式会社 9.48％

キタムラ従業者持株会 6.64％ キタムラ従業者持株会 6.64％

キヤノンマーケティングジャパン 

株式会社 

3.57％ カルチュア・コンビニエンス・クラブ 

株式会社 

5.58％

株式会社四国銀行 3.34％ キヤノンマーケティングジャパン 

株式会社 

3.57％

北村正志 2.11％ 株式会社四国銀行 3.34％

木村朝彦 2.06％ 北村正志 2.11％

株式会社みずほコーポレート銀行 2.00％ 木村朝彦 2.06％

東京海上日動火災保険株式会社 2.00％ 株式会社みずほ銀行 2.00％

キタムラ取引先持株会 1.93％ 東京海上日動火災保険株式会社 2.00％

（注）１ 平成25年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

   ２   株式会社みずほコーポレート銀行は平成 25 年７月１日付にて、株式会社みずほ銀行に商号変更しております。 

 

８．今後の見通し 

前記「Ⅰ．５．今後の見通し」に記載のとおりであります。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、① 希薄化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと

から、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確

認手続きは要しません。 

 

10．支配株主との取引等に関する事項 

本取引は、支配株主との取引等に該当しません。 
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11．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

連 結 売 上 高 144,551百万円 135,052百万円 139,307百万円

連 結 営 業 利 益 1,495百万円 665百万円 2,059百万円

連 結 経 常 利 益 2,015百万円 1,256百万円 2,256百万円

連 結 当 期 純 利 益 716百万円 429百万円 931百万円

１株当たり連結当期純利益 42.19円 25.40円 55.16円

１ 株 当 た り 配 当 金 20.00円 10.00円 20.00円

１株当たり連結純資産 1,019.46円 1,029.06円 1,074.03円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成25年３月31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 17,918,252株 100.00％ 

現時点の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
― ―

下限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
― ―

上限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
― ―

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

始  値 421円 561円 516円

高  値 607円 565円 778円

安  値 400円 478円 495円

終  値 561円 518円 706円

 

② 最近６か月間の状況 

 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

始  値 708円 693円 723円 780円 685円 704円

高  値 778円 771円 790円 836円 712円 760円

安  値 655円 686円 695円 692円 575円 701円

終  値 685円 706円 780円 695円 701円 724円

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成25年８月８日 

始  値 717円

高  値 720円

安  値 717円

終  値 717円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 
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12．処分要項 

（１）処分期日   平成25年８月27日 

（２）申込期日   平成25年８月26日 

（３）処分株式数  1,000,000株 

（４）処分価額   １株につき717円 

（５）処分価額総額  717,000,000円 

（６）処分方法   カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社へ割当処分します。 

（７）処分後の自己株式数  23,682株 

 

 

以 上 


